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1.　目的及び適用範囲
1.1　目的
（１）ケイナンクリーン株式会社（以下、当社という）は、次の事項について全社員により達成することを目的として、この環境マニュアルを作成し、実施し、維持する。
　 　 （２）当社はこの環境マニュアルに従い、事業及び業務を運営し、継続的改善を図ることで、　　 環境パフォーマンス（＝当社が発生させている環境への負荷やそれに係る対策の成果）の向上を目指す。

1.2　適用範囲
この環境マニュアルは、当社が行う事業活動について、ISO14001に基づき実施する環境管理活動を適切に行なうために定めた環境マネジメントシステムに適用する。当社が規定した、環境マネジメントシステムの適用範囲を下記及び「付図１ 敷地図」に示す。
（１）事業所名：ケイナンクリーン（株）
（２）所在地 ：本　　社　　　　　　　岐阜県恵那市岩村町富田2535番地1
：中津川支社　　　　　　岐阜県中津川市千旦林1173番地1
（３）事業活動
1. 一般廃棄物及び産業廃棄物の収集及び運搬
2. 事業系及び一般家庭用の浄化槽の保守点検、清掃
3. 一般廃棄物及び産業廃棄物の処理
4. 公共下水道設備等維持管理業務
なお、現在管理業務委託先は、岩村浄化センター、上矢作浄化センター、下小田子浄化センター、恵南衛生センターの４か所である

1.3　経営層（トップマネジメント）
環境マネジメントシステムの経営層は、会長とする。

1.4　「環境マニュアル」の管理
当環境マニュアルの管理及び運用については、「環境文書管理規定」に定める。

2.　適用規格
本環境マニュアルに記載する当社の環境マネジメントシステムは、
「ＩＳＯ１４００１：２０１５(Environmental systems-Requirements)、
「ＪＩＳＱ１４００１：２０１５（環境マネジメントシステム－要求事項及び利用の手引）」の要求事項を適用する。
3.　用語の定義
本環境マニュアルで使用する用語は、
「ＪＩＳＱ１４００１（２０１５年）環境マネジメントシステム－要求事項及び利用の手引」規定されている用語及び定義による他、次の通りとする。
ａ）ＥＭＳ………… 環境マネジメントシステムをいう。
ｂ）ＥＭＳ規格 …… ＪＩＳ Ｑ １４００１（ＩＳＯ１４００１）をいう。
ｃ）社　長 ………… ＥＭＳ規格のトップマネジメントをいう。
ｄ）従業員………社員及びパートタイマーをいう
ｅ）部門長 ……… 当該部門の責任者をいう。
ｆ）購入先（購買業者）及び外注先（外注業者） ……外部提供者をいう、取引先ともいう
ｇ）文書……維持すべき文書化した情報を意味し、その維持管理を含む。
ｈ）記録……保持すべき文書化した情報を意味し、その維持管理を含む。



4.　当社の状況
4.1　当社及びその状況の理解
当社の目的である「会社方針」及び「年度会社の目標」に関連して、この環境マネジメントシステムの意図した成果（＝当社の環境方針に整合して、①環境パフォーマンスの向上すること ②順守義務を満たすこと ③環境目標の達成するなど）を達成する当社の能力に影響与える、外部及び内部の課題を「内部・外部の環境の分析と課題の抽出表」「ＥＭＳ取り組み検討表」で明確にする。
　当社は、これらの外部及び内部に関する情報を監視し、マネジメントレビュー及び事業環境の変化があったときは「環境管理委員会」で見直し、社長が承認する。

4.2　利害関係者のニーズ及び期待の理解
当社のＥＭＳに密接に関連する利害関係者のニーズ及び期待を、当社は「ＥＭＳ取り組み検討表」に明確にする。
　（１）ＥＭＳに関連する利害関係者（環境行政局、顧客、地域住民他など）
　（２）ＥＭＳに密接に関連するそれらの利害関係者の要求事項（ニーズ及び期待）
　（３）それらのニーズ及び期待のうち、組織が順守しなければならないもの、順守すると決めたもの（法律、条例、顧客との契約、近隣住民との協定など）
当社は、これらの利害関係者及びその関連する要求事項に関する情報を監視し、マネジメントレビュー及び事業環境の変化があったときは「環境管理委員会」で見直し、社長が承認する。

4.3　環境マネジメントシステムの適用範囲の決定
　当社は、環境マネジメントシステムの適用範囲を定めるために、その境界及び適用可能性をマネジメントレビューで検討し決定する。
この適用範囲を決定するとき、当社は、次の(１)～(５)の事項を考慮する。
（１） 4.1 に規定する外部及び内部の課題
（２）4.2 に規定する順守義務（法律、条例、顧客との契約、近隣住民との協定など）
（３）適用する事業所や業務、物理的境界（敷地の境界など）
（４）会社の活動、会社が取り扱っている製品及びサービス
（５）管理し影響を及ぼすことができる当社の権限と能力（委託先や顧客への環境に関する
影響力）
決定した適用範囲の中にある当社の全ての活動・製品を環境マネジメントシステムの中で管理する。
決定した環境マネジメントシステムの適用範囲は、本マニュアルの箇条１．２ と「付図１ 敷地図」に示す。
また、利害関係者から入手の要求があったら1.2　適用範囲の部分及び「付図１ 敷地図」を提供する。

4.4　環境マネジメントシステム
環境パフォーマンスの向上を含む当社が望む成果を達成するため、当社は、ＥＭＳ規格の要求事項に従って、必要なプロセス及び複数のプロセスのつながりを明確にした環境マネジメントシステムを確立し、実施し、変更する必要があれば随時変更し、かつ継続的改善をする。
当社は、環境マネジメントシステムに必要なプロセス及びそれらの当社全体にわたる適用を「環境マニュアル」「付図２　ＥＭＳプロセス体系図」で明確にする。
　環境マネジメントシステムを確立し維持するときは、4.1及び4.2で得た知識を考慮する。

5．リーダーシップ
5.１　リーダーシップ及びコミットメント
社長は、次に示す事項によって、環境マネジメントシステムに関するリーダーシップ（指導力）及びコミットメント（ＥＭＳの構築及び実施、並びにその有効性を継続的に改善することに対する約束）を推進する。
（１）社長は、環境マネジメントシステムの有効性（計画したことの結果の程度）について説明責任を負う。
（２）環境マネジメントシステムに関する環境方針及び環境目標を確立し、それらが当社の状況及び戦略的な方向性と整合させて進める。
（３）当社の事業活動と環境マネジメントシステム要求事項に適合させるための活動を一体化させ、ＥＭＳの効率的な運用をめざす。
（４）環境マネジメントシステムに必要な資源を提供し有効に活用する。
[bookmark: _Hlk533427845]（５）社長は、文書又は会議等で有効な環境マネジメント及び環境マをネジメントシステム要求事項への適合の重要性を会社全体に伝達する。
（６）環境マネジメントシステムの効果的運用により、環境パフォーマンスの向上、順守義務への適合並びに環境目標を達成することを確実にする。
（７）社長は、環境マネジメントシステムの有効性に寄与するよう人々を積極的に参加させ、指揮し、支援する。
（９） 社長は､その他の関連する管理層がその責任の領域においてリーダーシップを発揮できるよう、管理層の役割を支援する。

5.2　環境方針
　1. 環境方針の内容
社長は、当社の環境マネジメントシステムの定められた適用範囲の中で、次の事項を満たす環境方針を確立し、実施し、維持する。
（１）会社の事業目的、並びに会社の事業活動、取り扱う製品・サービスの性質、事業規模、環境影響等を含んだ当社の状況に対して適切であること。
（２）環境目標設定の際の指針となっていること。
（３）汚染の予防や環境保護に努める（組織の状況を踏まえたその他の約束を含め）という約束をしていること。
（４）会社の順守義務を果たすという約束をしていること。
（５）環境パフォーマンスを向上させるための環境マネジメントシステムの継続的改善に関する約束をしていること。
2. 環境方針の社内及び利害関係者への伝達
（１）環境方針を策定し、付図３「環境方針」に示す。
（２）事務所及び工場内に掲示し、従業員やその他の関係者など当社内に伝達する。
（３）当社ホームページに掲載し、顧客や取引先などの利害関係者が入手できるように
する。
3. 環境方針の見直し
社長は、「環境方針」が社内外の変化に対して、引き続き有効なものとするために、マネジメントレビュー及び、社内外で重大な変化があった場合に見直しを行い、必要に応じて改訂する。

5.3　組織の役割、責任及び権限
　効果的な環境マネジメントシステムを実施するために、社長は関連する役割に対して、責任及び権限を割り当て組織に浸透させる。尚、対象組織は、付図４「ＥＭＳ組織図」に示し、責任、権限は、下記の通りとする。これらの相互関係は、本品質マニュアル及び会議等を通じて全従業員に周知する。
（1） 社長は次の事項に対して、責任と権限を持つ環境管理責任者を任命する。
1 ＥＭＳが要求事項に適合することを確実にする。
2 環境ﾊﾟﾌｫｰﾏﾝｽを含むＥＭＳのパフォーマンスをトップマネジメントに報告する。
（２）環境管理責任者
1 ＥＭＳが要求事項に適合することを確実にする。
2 環境方針の社内への周知徹底
3 環境ﾏﾆｭｱﾙと各規定の制定、改訂の起案。
4 各部門の環境影響評価結果をまとめ、 著しい環境側面登録表の作成。
5 環境側面に関する順守義務を遂行するため、基準とする法規制等の最新資料の管理
6 環境目的・環境目標の設定、環境目的・目標の実施計画の進捗、達成状況の監視
7 環境教育訓練プログラムの承認及び実施状況の確認及び従業員の力量評価
8 著しい環境側面に関連する運用、活動の特定。関連部門への運用管理手順書作成指示。
9 環境影響評価に基づいて緊急事態の可能性の特定。関連部門への定期訓練の指示。
10 不適合の内容確認、是正及び予防処置の承認
11 外部コミュニケーションの内、社長承認の判断を含む取扱いの決定。
12 マネジメントレビューの準備業務を実施
（３）環境管理委員会
当社は「環境管理委員会」を設置する。詳細は「環境管理委員会規定」に定める。
1 外部及び内部の課題の検討
2 ＥＭＳに密接に関連する利害関係者のニーズ及び期待の検討
3 リスク及び機会の検討
4 環境側面抽出、環境影響評価結果の集計、「著しい環境側面登録簿」の作成。
5 環境に関する法規制等外部情報の入手、関連法規等の特定、「法規制等チェックリスト及び登録表」の作成、および法規制等の遵守状況の管理。
6 「環境目的・環境目標」の策定。
7 「環境目的・目標の実施計画」の作成。
8 外部利害関係者とのコミニュニケーション窓口。
9 資格の取得を含む「環境教育訓練プログラム」の作成
10 文書管理の所管
（４）内部監査責任者
1 内部監査のチームを編成。
2 「環境マネジメントシステム監査年間計画書」の策定
3 内部環境監査の実施。
4 指摘事項と是正確認。
5 社長への内部環境監査結果の報告。
6 環境管理責任者及び被監査部門への内部環境監査結果の通知。
（５）各部門の役割、責任と権限
環境に関する役割、責任、権限を下記に定める。
・各部門長
1 自部門における環境マネジメントシステムの運営・統括・推進について、自部門の環境管理委員として活動する。
2 主管する関連外注委託先に必要な環境情報を周知し、協力を依頼する。
（６）ＥＭＳ規格の要求事項に対する業務分担の区分は「付図５  要求事項に対する業務分担の区分」に示す。

６．計画
6.1　リスク及び機会への取組み
6.1.1　一般
当社は、6.1.1～6.1.4 に規定する要求事項を満たすために必要なプロセス(取り組み)を確立し、実施し、維持する。
（１） 環境マネジメントシステムの計画策定
ＥＭＳの計画を策定するとき、以下の事項を考慮する。
① 4.1(組織及びその状況の理解)に規定する課題
② 4.2(利害関係者のニーズ及び期待の理解)に規定する要求事項
③ＥＭＳの適用範囲
（２）リスク及び機会の決定
以下の事項のために取組み必要がある、環境側面（6.1.2 参照）、順守義務（6.1.3 参照）、並びに 4.1 及び 4.2 で特定したその他の課題及び要求事項に関連する、リスク及び機会を「環境管理委員会」で検討し「ＥＭＳ取り組み検討表」に示す。
①ＥＭＳが、その意図した成果を達成できるという確信を与える。
② 外部の環境状態が組織に影響を与える可能性を含め、望ましくない影響を防止又は低減する。
③ 継続的改善を達成する。
（３）緊急事態の決定
ＥＭＳの適用範囲の中で、環境影響を与える可能性のあるものを含め、潜在的な緊急事態を決定する。
（４）文書化した情報の維持
以下の事項に関する文書化した情報を維持する。
①取り組む必要があるリスク及び機会を決定した「ＥＭＳ取り組み検討表」
② 6.1.1～6.1.4 で必要なプロセス（取り組み）が計画どおりに実施されるという確信を持つために必要な程度のそれらのプロセス（取り組み）の記録

6.1.2　環境側面
ＥＭＳにおいて優先的に取上げるべき、著しい環境影響を持つか、もちうる環境側面を特定するために、環境影響の評価を行なう手順を確立し、維持する。
（１）環境側面の抽出の範囲
ＥＭＳで定めた適用範囲の中で、ライフサイクルの視点を考慮し、当社の活動、製品及びサービスについて、当社が管理できる環境側面及び当社が影響を及ぼすことが出来る環境側面を抽出の範囲とする。（含む納入業者、請負業者、利害関係者）
環境側面抽出にあたっては、以下の事項を考慮する。
①計画した又は新規の開発、新規又は変更した活動、製品及びサービス
②非通常時の及び合理的に予見できる緊急事態
（２）環境側面の抽出及び環境影響の評価手順
当社の事業活動に関連する環境側面及び影響を及ぼすことが出来る環境側面を抽出し、著しい環境側面を特定するため、「環境影響評価規定」に基づいて以下のことを行なう。
1 環境管理責任者は、各部門責任者に対し、環境側面の抽出の実施を指示する。
2 各部門責任者は、自部門の環境側面を抽出し「環境側面調査表」「影響可否の環境側面調　　査表」に記入する。
3 調査は、設備機器の設置及び廃棄、また日常業務以外のものにも配慮する。
4 環境管理委員会は、各部門の環境側面の抽出結果をまとめ「環境側面集約・評価表」に記入し、環境影響評価を行なう。基準の評価２５点以上の環境側面を著しい環境側面として特定し「著しい環境側面登録表」に記入し「環境側面集約・評価表」とともに環境記録として保管する。
5 「環境側面集約・評価表」及び「著しい環境側面登録表」は、環境管理責任者が承認する。
6 環境管理責任者は、「著しい環境側面登録表」を各部門に配布し伝達する。
（３）環境側面の見直し
環境管理責任者は、以下の場合に環境側面及び環境影響評価の見直しを行なう。
①環境管理責任者は、随時見直しを行ない、常に最新のものとする。細部は、「環境影響評価規定」による。尚、定期的には毎年「マネジメントレビュー」前に行なう。
②毎年１回２月に行なう。
③以下の場合に必要に応じて行なう。
・事業活動の変更、追加
・法規制等の制定・改定等
・新規プロジェクトが発生した時
・内部環境監査による指摘時
・その他
各部門で上記の状況が発生した場合は、各部門責任者は環境管理委員会経由で環境管理責任者へ報告する。
（４）著しい環境側面への考慮
環境目的・環境目標の設定にあたり、著しい環境側面を確実に考慮する。

6.1.3　順守義務
当社の環境側面に適用される、順守義務（法的要求事項及び当社が同意するその他の要求事項など）を特定し、参照できるような手順を確立し、維持する。
1. 順守義務の特定と手順
0. 環境管理責任者は、各部門の業務に関連すると思われる順守義務の調査を以下の情報源により行ない環境管理委員会に報告する。
0. 法規集・環境関連出版物
0. 業界よりの情報
0. インターネット
0. 利害関係者からの要望（その他の要求事項）
0. 環境管理委員会は、報告された順守義務を「法規制等チェックリスト及び登録表」にまとめる。その後、環境管理委員会は、当社の環境側面に適用される法規制等を特定し、「法規制等チェックリスト及び登録表」に該当の可否を記入する。
0. 環境管理責任者は、「法規制等チェックリスト及び登録表」を会長に提出し会長は、承認する。
0. 環境管理責任者は、「法規制等チェックリスト及び登録表」を各部門へ伝達する。
0. 事務局は、「法規制等チェックリスト及び登録表」を環境記録として保管する。
２．「法規制等チェックリスト及び登録表」と環境側面及の関係
特定された「法規制等チェックリスト及び登録表」が環境側面との関係を「環境側面調査」に明記し、どのように適用されるかを明確にする。
３．「法規制等チェックリスト及び登録表」の見直し、改訂
（１）環境管理責任者は、定期的に上記1.(１)の情報源より順守義務の改廃情報を確認し、「法規制等最新版チェックリスト」に記録する。その際、関係する法規制等の改正・新設等があれば、その情報を「法規制等受付表」に記入する。また、部門長が環境関連の法規制等の改正・新設等の情報を入手した場合は、「法規制受付表」に記入し、環境管理責任者に提出する。
（２）環境管理委員会は、入手した情報を審議し、必要に応じて改訂する。
改訂した場合は、順守義務に関する環境記録すべてを見直し整合させる。
（３）環境管理責任者は、改訂した「法規制等チェックリスト及び法規制等登録表」を会長へ提出する。
（４）会長は、改訂した「法規制等チェックリスト及び法規制等登録表」を承認する。
（５）環境管理責任者は改訂した「法規制等チェックリスト及び法規制等登録表」を伝達する。
（６）事務局は、改訂した「法規制等チェックリスト及び法規制等登録表」を保管する。
6.1.4　取組みの計画策定
当社は、①著しい環境側面　②順守義務　③6.1.1 で特定したリスク及び機会に対して、技術上の選択肢、並びに財務上、運用上及び事業上の要求事項を考慮して取り組む計画を策定する。
（１）取組みに際しては、ＥＭＳ規格の6.2、7、8、9 の各項、又は他の事業プロセスへの統合等も考慮する。
（２）取組み要領：当社は、次に示す要領で実施する。
　　　①著しい環境側面は、環境影響評価でリスクの高いものを著しい環境側面として特定し、「著しい環境側面登録表」で取り組み（目標として取り組む、運用管理するなど）を明確
にする
②順守義務に基づく順守評価は、毎年３月環境管理責任者が順守評価を実施し「法規制等
チェックリスト及び法規制等登録表」に記録し環境管理委員会に提出する
③リスク及び機会については、「ＥＭＳ取り組み検討表」にまとめ実施する。毎年マネジメントレビューで有効性を評価し、必要なら見直しする。

6.2　環境目標及びそれを達成するための計画策定
6.2.1　環境目標
[bookmark: _Hlk500259522][bookmark: _GoBack]当社は、組織の①著しい環境側面　②関連する順守義務を考慮に入れて　③リスク及び機会を考慮して、関連する機能及び階層において、環境目標を確立する。環境目標は以下を満たし、「目標実施計画表／管理表」に、文書化した情報として維持する。
（１）環境目的・環境目標の設定
環境管理責任者は、年度始めに環境目的・環境目標を環境管理委員で審議、策定する。これを社長が承認する。部門への展開は、環境管理責任者が行なう。
（２）環境目的・環境目標は、次の事項を満たす
1 環境方針との整合している。
2 （実行可能な場合）測定可能である。
3 監視する。
4 伝達する
5 事業活動に変更が生じた時など必要に応じて更新する
（３）環境管理責任者は、次の①②を考慮に入れ③～⑤を考慮し、⑥の方針と整合させた「ＥＭＳ取り組み検討表」を用いて「環境目標」を決め、「環境管理委員会」で審議し、
社長の承認を得る。
1 著しい環境側面
2 順守義務
3 リスク及び機会
4 技術上の選択肢
5 財務上、運用上及び事業上の要求事項
6 環境方針との整合
（４）環境目的・環境目標の見直し
環境目的・環境目標の見直しは、年度末の２月に「マネジメントレビュー」で行なう。
又は、上記 （２）項の事業活動により変更が必要と判断した場合に、環境管理責任者の指示により行なう。

6.2.2　環境目標を達成するための取り組みの計画作成
環境目的・目標を達成するための実施計画を策定し、維持する。
環境管理責任者は、環境目標を達成するための取り組みを自社の事業プロセス（事業計画など）にどのように統合するかについて考慮する。
（１）「目標実施計画表／管理表」の策定
1 環境管理責任者は、「目標実施計画表／管理表」の策定後に、当社の環境目的・環境目標を達成するための実施事項（手段）、達成期限（日程）、実施部門と責任者及び結果の評価方法を含む「目標実施計画表／管理表」を環境管理委員会で審議し、作成する。
2 この「目標実施計画表／管理表」を環境管理責任者が承認する。
3 環境管理責任者は、「目標実施計画表／管理表」を各部門に配布する。
4 「目標実施計画表／管理表」は文書化し、環境記録として保管する。
5 「目標実施計画表／管理表」の策定時に必要な資源を環境管理委員会で協議する。
（２）環境目的・目標の実施計画の実施・報告
1 環境管理責任者及び各部門責任者は、従業員に「目標実施計画表／管理表」を周知し、展開を図る。
2 各部門責任者は、毎月実施進捗状況確認するとともに結果を評価して「目標実施計画表／管理表」に記入し、環境管理委員会で環境管理責任者に報告する。環境管理責任者は、各実施計画の結果を確認し、フォローする。
（３）環境目的・目標の実施計画の見直し
環境管理責任者は以下の場合、環境管理委員会に「目標実施計画表／管理表」の該当部分の見直しを指示する。
1 環境目的・環境目標の見直し時。
2 計画と実施状況のかい離が大きい時。
3 事業活動に変化が生じた時。
（４）環境目的・目標の実施計画の改訂
環境管理委員会での見直しの結果、改訂が必要であると判断した時は、（１）環境目的・目標の実施計画の策定に準じて改訂を行なう。





７．支　援
7.1　資　源
7.1.1 一般
当社は、以下の事項に必要な、人や施設、設備、技術を明確にし、提供する。
（１） 環境マネジメントシステムを実施し、維持し、有効性を継続的に改善する。
（２） 環境パフォーマンスの向上。
次の事項を考慮し、提供する。
　（１） 既存の内部資源の実現能力及び制約
　（２） 取引先（外部提供者）から取得する必要があるもの

7.2　力　量
当社は、環境マネジメントシステムの運用を効果的に実施するため、次の処置をとる。
（１） 環境パフォーマンス及び有効性に影響を与える業務、及び順守義務を満たす組織の能力に影響を与える業務に必要な力量を明確にする。
（２） それぞれの業務に従事する人々の現状の力量を評価し、力量を備えさせる。
（３） 環境側面及び環境マネジメントシステムに関する教育訓練ニーズを明確にする。
（４） 力量の不足の場合は、不足している力量を向上させるため、計画的に教育・訓練を実施し、その有効性を評価する。
  （５） 環境管理責任者は、必要な力量を「力量評価表」「特定業務員リスト」で明確にして管理する。内部環境監査員については9.2 項参照。
（６） 力量　教育・訓練及び認識訓練管理手順（特定教育）
0. 環境管理責任者は、「環境パフォーマンス及び有効性に影響を与える業務、及び順守義務を満たす組織の能力に影響を与える業務（以下＊１とする）」に必要な力量を特定する。
0. 環境管理責任者は、これら（＊１）に従事する従業員に対しては、必要な力量を「力量評価表」で明確にして必要な力量を持てるように「環境教育訓練計画書」（特定教育）を立案する。
0. 環境管理責任者は、これら（＊１）に従事する従業員に対して教育・訓練、資格、経験を基にして力量を持てるようにする。この記録は、｢力量評価表｣に記入し保持する。
0. 環境管理責任者は、これら（＊１）に従事する従業員を「特定業務員リスト」に記録する。
２）教育訓練の実施手順
（１）環境管理委員会事務局は年度初めに、「環境教育訓練計画書」を作成し、環境管理委員会の審議を得て環境管理責任者が承認する。
（２）環境管理責任者は、「環境教育訓練計画書」に基づき、教育訓練を実施する。
（３）記録
環境管理委員会事務局は教育訓練の結果を「環境教育訓練実施記録」に記録、環境記録として保管する。

7.3　認　識　（一般教育）
管理責任者、部門長は、教育訓練の実施及び日常業務でのＯＪＴを通じて、社員及び外注業者の該当者に対して、以下の事項を自主的に認識するように働きかける。
（１） 自分たちが守らなければならない環境方針・目標
（２） 自分の仕事に伴う著しい環境側面、顕在または潜在的な環境影響
（３） 環境活動によって得られる利益や仕事に対する自らの貢献（安定した品質、コストダウン、作業ミスや手直しの減少、環境汚染の予防、環境保護、省エネルギー化など）
（４） 順守義務や決められた手順を守らない時の弊害とその意味（重大な事故、環境汚染、欠陥、社会的信用の失墜など）

表－２　環境教育・訓練の実施内容
	
	対　　象
	内　　容
	担　当
	時期
	方法

	一　般　教　育
	新入社員
一般従業員
	0. 環境方針と目的・目標を遂行する為の理解
	環境管理責任者
環境管理委員
	１回／年
及び随時
	社内研修

	
	部門長
	1. 環境方針と目的・目標を遂行する為の理解
1. 環境マネジメントシステム上の役割と責任
	環境管理責任者
環境管理委員
	１回／年
及び随時
	社内研修

	
	環境パフォーマンス及び有効性に影響を与える業務、及び順守義務を満たす組織の能力に影響を与える業務に従事する従業員
	1. 環境方針と目的・目標を遂行する為の理解
1. 環境マネジメントシステム上の役割と責任
1. 作業手順を遵守することが、目的・目標の達成につながることの理解
1. 作業手順を守らなかった場合の結果
1. 緊急事態への手順書の理解
	環境管理責任者
環境管理委員
	１回／年
及び随時
	社内研修

	特定教育
	環境パフォーマンス及び有効性に影響を与える業務、及び順守義務を満たす組織の能力に影響を与える業務に従事する従業員
	5. 専門知識のアップ
5. 法的要求事項の理解
	環境管理責任者
及び社外講習
	
随時
	社内研修社外講習



7.4　コミュニケーション
7.4.1一般
 （１）ＥＭＳに関連する内部、外部のコミュニケーションに必要なプロセスを構築する。
（２） コミュニケーションの内容、実施時期、対象者、方法を明確にする。
（３） コミュニケーションでは次の事項を行う。
① 順守義務を考慮する。
② 情報が環境マネジメントシステムにおいて作成される情報と整合性があり、信頼性がある。
　（４） コミュニケーションの証拠として、それらの記録を保持する。

7.4.2内部コミュニケーション
（１） 以下の組織内に必要な会議により、ＥＭＳの変更を含め、部門間及び利害関係者の情報交換と共有化が有効に実施されるようにする。
（２）社長からの通達及び当社内の各階層、部門間における日常の環境管理情報、要望、提案、質問及び報告のコミュニケーションは、会議（環境管理委員会、職場打合せ、朝礼等）、文書回覧、掲示板、口頭で適宜に行なう。以下に内部コミュニケーションの概要を示す。

	
	手段
	主催者
	出席者
	開催頻度
	伝達内容

	会　　　　　
　　議
	環境管理　　　　委員会
	環境管理　責任者
	環境管理　委員
	毎月
	①環境目的・環境目標､実施計画の進捗報告等
②その他、環境管理に関する連絡､報告､調整､諮問事項の審議

	
	月例　　　ﾐｰﾃｨﾝｸﾞ
	社　長
	全員
	毎月
	会社全般の問題点の把握及び
連絡事項

	朝礼
	環境管理　責任者
	全員
	毎朝
	業務全般に関する環境情報の伝達､指示

	文書閲覧
	事務局
各部門の環境管理委員
	全員
	適宜
	主に自職場従業員の環境意識向上に役立つ環境情報


（３） 環境管理責任者及び部門長は、これらの会議が有効に運営され、社内の関係者への“指示・報告・連絡・相談”により、継続的改善を実施する。
		
7.4.3社外コミュニケーション
（１）社外の利害関係者（環境行政局、顧客、地域住民他）のニーズ及び期待、順守義務は4.2 利害関係者のニーズ及び期待の理解で把握する。
（２）当社の環境方針の公表は事務局が担当する。社外等での公表の依頼を受けた時は従業員も公表できる。
（３）外部からの情報対応
Ａ．利害関係者からの情報
1 外部利害関係者からの情報及び要望は事務局が窓口となる。
2 事務局は受付情報に対して回答を行ない「外部情報対応書」に内容を記載した上で、環境管理責任者に連絡する。
3 事務局で回答不能な場合、環境管理責任者に「外部情報対応書」により、受付内容を連絡する。
4 環境管理責任者は、内容を検討し、必要の場合は関係者と協議して、対応処置を指示する。また、対応処置の指示を含む回答内容を「外部情報対応書」に記入する。
5 環境管理責任者は、必要と判断した時は社長の承認を得る。
6 環境管理責任者は、外部利害関係者への回答を事務局に指示する。
7 事務局は、外部利害関係者に回答すると共に、「外部情報対応書」に回答結果を記載し保管する。
8 「外部情報対応書」は対応完了後に、環境記録として保管する。
Ｂ．アンケート調査からの要望
　アンケート調査より得られた顧客の要望は、「アンケート調査結果報告書」にまとめ今後の改善活動に役立てる。
　（４）著しい環境側面の外部との対応
事務局は、外部より著しい環境側面について問い合わせがあった場合、「著しい環境側面登録表」を持って公開する。それ以上の要求があった場合は、（３）に準じて対応する。
　（５）順守義務については、それらの要求に従って外部コミュニケーションを行う


7.5　文書化した情報
7.5.1 一般
ＩＳＯ１４００１が要求する文書及び記録、及び有効な統合マネジメントシステムが実施されるために必要であると当社が決定した文書及び記録を管理する。

7.5.2 作成及び更新
文書及び記録を作成・更新する際、次の事項を確実にする。
（１） 適切な識別及び記述（タイトル、日付、作成者など）を明確にする。
（２） 適切な形式（版、図表）及び媒体（紙、電子媒体）で保存する。
（３） 適切性及び妥当性を保つために、適切な見直し及び承認を行う。

7.5.3文書化した情報の管理
（１） 文書の管理
① 文書の作成・承認及び管理の責任者は各文書に記載する。
② 環境管理責任者はマニュアル及びその他の文書はサーバーで最新版管理し、パスワー
ドによる閲覧管理を行う。コピーされたものは非管理版にて利用可能とする。
　　③ 環境マネジメントに必要な外部文書は、環境管理責任者が管理する。
④ 法律上、又は知識保存のために旧版を保存する場合は、ファイル名を変える等識別する。
⑤ 社内文書は9.3マネジメントレビュー及び手順の変更などの機会に見直し、必要に応じて改訂し、再承認する。改訂の理由及び承認等の改訂情報は、改訂履歴に記入する。
（２） 記録の管理
① 環境マネジメントシステムの効果的運用、要求事項への適合及び達成した結果を示す証拠として、読み易い記録を作成し容易に識別及び検索が可能なように管理する。
② 個々の記録は、記録名称、分類番号、日付等で特定できるように、識別可能な状態にする。
③ 記録は、部署（環境管理責任者、部門）に分けてファイリングし、ファイルの表紙に年度と文書名を表示して、所定の場所に保管する。
④ ファイリングした記録は、インデックス等で識別し、容易に検索可能な状態とする。
⑤ 記録を電子媒体で保管する場合は、フォルダに分けて、検索しやすいようにする。
⑥ 記録の保管期間は、原則として、発生した翌年度初めを起算日として３年間とする。ただし、法規制等外部の要求で３年間以上の保管が義務付けられている場合は、その定めによる。
⑦ 保管期間を満了した記録は、ＩＳＯ事務局が、廃棄又は継続保管するかを判断する。
（３）文書及び記録は、パスワードによる機密性の保持、不適切な使用及びバックアップにより完全性の喪失からの保護を行う
（４）ＥＭＳで必要な文書及び記録は、［付図６　関連文書］に示す。
　（５）文書化した情報の体系
環境マネジメントシステム文書は、第１レベル文書：環境ﾏﾆｭｱﾙ、第２レベル文書：規定、第３レベル文書：手順書、第４レベル文書：記録様式と定める。

1 環境マニュアル
当社の環境マネジメントマニュアルであり、環境マネジメントプログラムの核となる要素とそれらの相互関係の説明及び関連文書の所在を明確にする。
2 規定
環境マネジメントシステム関連文書であり、環境マネジメントシステムの各要素の運用に関する手順を明確にする。
3 手順書
具体的な作業方法を明確にする。
4 記録様式
マニュアル･規定・手順書に基づいて実施する内容を記載するための様式である。

   【環境マネジメント文書体系】
                      

　
　
             第1レベル
             環境ﾏﾆｭｱﾙ
             第２レベル
              規 定 類
             第３レベル
              手 順 書
              第４レベル
                記 録 様 式



８．運　用
8.1　運用の計画及び管理
環境活動が計画された成果を出せるように、併せて①6.1リスク及び機会への取組み　②6.2環境目標及びそれを達成するための計画策定で決定したことを実施するために必要な運用プロセスを計画し、実施し、管理するために、環境マニュアル及び以下の「手順書」で運用基準を明確にする。
（１）運用手順
①環境管理責任者は、必要な運用、活動を特定し、メンテナンスを含むこれらの活動を「環境目的・目標の実施計画」に必要な「手順書」を示す。
②関連する部門は、特定された運用及び活動について、手順がないと環境方針、環境目的　・環境目標から逸脱するかもしれない状況に適用する「運用管理手順」を定め、維持する。
③その手順には、運用管理基準を明記し、文書化する。
（２）社内で用いる物品及びサービスに関する運用管理
①環境管理責任者は、社内で用いる物品、サービスの内、著しい環境側面に関するものを特定し、「協力会社登録表」に示す。
②環境管理委員会は、特定されたものについて、購入先・外注先に関連手順及び要求事項を伝達し、「協力会社登録表」に記入し保管する。
（３）手順書の作成
　①環境管理委員会は、特定された運用及び活動に対して、必要な「手順書」を作成し、関連部門に配布する。
②手順書には以下の内容を含む。
・目的
・手順、操作方法
・環境影響の緩和、未然防止のねらい及び運用基準の明記。
（４）監視・測定方法
法規制等の項目は、規制値も記入。自主管理値も同様とする。
（５）活動の実行
関連部門は手順書の内容について教育を実施し、手順書に基づき活動を実行する。
（６）計画した変更を管理し、意図しない変更によって生じた結果を評価し、必要に応じて、有害な影響を緩和する処置をとる。
（７）外部に委託した業務の管理は当社の責任下で確実に行う。
（８）ライフサイクルの視点に従って、次の事項を行う。（6.1.2環境側面　参照）
① ライフサイクルの各段階を考慮して、製品やサービスを提供する計画段階において、環境上の要求事項が確実に取組まれるように検討し、管理する。
② 必要に応じて、仕入や調達に関する環境上の要求事項を決定する。
③ 取引先に対して、関連する環境上の要求事項を伝達する。
④ 輸送または配送、使用、使用後の処理及び最終処分に伴う潜在的な著しい環境影響に関する情報を提供する必要性について検討する。
（９）上記の内容が計画どおりに実施されたという証拠に必要な程度の該当する記録を作成し、管理する。

8.2　緊急事態への準備及び対応
当社は、6.1.1で特定した環境に影響を与える可能性のある潜在的な緊急事態（火災、飛散、漏洩）及び事故を特定するための、またそれらにどのようにして対応かのプロセスを確立し、実施し、維持する。
（１）緊急事態の特定
緊急事態の特定は、「環境側面集約・評価表」で評価し、「著しい環境側面登録表」に登録したものを緊急事態とする。
（２）「緊急事態対応手順書」の作成
①特定された緊急事態の関連部門は、事故、緊急事態についての対応、予防、緩和の作成する。又、運用管理手順書に緊急事態対応手順の内容を記載しても良い。
手順書には、以下の内容を含める。
・目的
・手順、操作方法：緊急事態の応急措置、緩和措置、発生を未然に防止するための手順
・連絡ルート
・定期訓練（実行可能な場合）：内容、頻度、責任者を記載する。
（３）緊急事態への対応
事故、緊急事態の発生時の対応及び緩和処置は、手順書に基づき対応する。該当部門責任者は内容を「緊急事態発生時の対応記録書」に記録し、事務局が保管する。
（４）定期テスト
①設定した緊急事態対応手順について、環境管理責任者はテスト実施の可否を判断する。可能と判断した場合には、年度初めに実施時期（１回以上／年）を「教育訓練計画書」に明記し、これにもとづいて定期テストを実施し、有効性を確認する。
②該当部門は、手順書に基づき定期的にテストを実施する。
③実施部門は、「テスト結果」を記録する。
④必要に応じて、緊急事態への準備及び対応について関連する情報及び教育訓練を、従業員及び関連する利害関係者に提供する。
（５）見直し
手順書の見直しは、事故、緊急事態発生後及び訓練実施後必要な場合に行なう。

９．パフォーマンス評価
9.1　監視、測定、分析及び評価
 9.1.1 一般
（１）当社は、次の事項を決定して、環境パフォーマンス及び有効性を評価する。またその文書化した情報（記録）を保持する。
①監視及び測定が必要な対象
②妥当な結果を確実にするために必要な、監視、測定、分析及び評価の方法
③環境パフォーマンスを評価するための基準及び適切な指標
④監視及び測定の実施時期
⑤監視及び測定の結果の、分析及び評価の時期
（２）環境パフォーマンス及び有効性は、内部及び外部コミュニケーション、内部監査、マネジメントレビュー等により評価する。
（３）監視・測定項目　　
環境ジメントシステム内で行う以下の監視及び、測定の活動に適用する。
① 運用管理状況を示すもの（運転管理日誌、チェックシート等）
② 組織の環境目的及び目標との適合を追跡するための情報（目的・目標の達成度、実施計画の進捗度）
（４）監視・測定の実施
① 監視・測定方法の検討
[bookmark: _Hlk533846272]環境管理委員会は、監視・測定の対象、測定頻度、基準、監視・測定項目、分析・評価の方法及び関連手順書等を「環境目的・目標の実施計画」に記載し、これを各部門に通知する。
② 監視・測定の実施及び分析・評価
事務局は監視･測定を実施及び分析・評価を行い、その結果を「環境目的・目標の実施計画」に記録する。
③ 監視・測定の報告
事務局は監視・測定の結果を環境管理委員会に報告する。
5  記録の保管
環境管理委員会事務局は「環境目的・目標の実施計画」の結果を環境記録として
保管する。
（５）監視及び測定計器の校正
① 環境管理責任者は、当社が管理する監視・測定機器を特定し、「監視・測定機器リスト」を作成する。
② 特定された機器については、定期的に校正及び整備を実施し精度を維持する。この際の校正記録は、事務局が保管する。

（６）コミュニケーション
　当社は、コミュニケーションのプロセスで特定したとおりに、かつ、順守義務による要求に従って、関連する環境パフォーマンス情報について、内部及び外部の双方方向のコミュニケーションを行う。

9.1.2. 順守評価
（１）当社は、順守義務を満たしていることを評価するため、次の事項を実施する。
　　　①順守を評価する頻度を決定する。
　　　②順守を評価し、必要な場合には、処置をとる。
　　　③順守状況に関する知識及び理解を維持する。
（２）評価項目の作成
当社が適用可能な順守義務を満たしていることを評価するために、環境管理委員会で「順守評価一覧表」を作成する。
（３）評価の実施
①評価方法の実施
環境管理委員会で、順守評価を実施し、その結果を「順守評価一覧表」に記載する。
　不適合があれば“10.2不適合及び是正処置”の管理手順で処置を行う。
②記録の保管
事務局は、「順守評価一覧表」の結果を環境記録として保管する。
（４）当社が自ら同意するその他の要求事項の順守評価
当社は、自ら同意するその他の要求事項の順守評価は（２）及び（３）項の法的事項の順守評価に組み込んで評価する。
（５）順守状況に関する知識及び理解を維持するために、環境管理責任者は順守義務に関わる作業者に教育訓練を実施し、力量評価表に当該業務について記録する。

9.2 内部監査
9.2.1 一般
当社は、定期的に行なう内部環境監査のプログラム及び手順を確立し、維持する。
１）内部監査の目的
（１）環境マネジメントシステムが、ＪＩＳ Ｑ１４００１の要求事項を含めて、環境マネジメントシステムのために計画された取り決めに合致しているか、また、有効に実施され、維持されているか否かを決定する。
（２）監査の結果に関する情報を社長に報告する。



9.2.2 内部監査プログラム
１）内部環境監査員の資格
（１）内部環境監査の資格は、外部教育訓練機関での内部環境監査員講習修了又は、同等の能力を有すると認められた者とし、社長が任命する。環境管理責任者は任命された「内部環境監査員リスト」を作成し保管する。
（２）社長は、「内部環境監査員リスト」の中から内部環境監査責任者を任命する。
（３）必要に応じ、社長は外部の適任者を内部環境監査員に任命することが出来る。
（４）内部環境監査は、被監査部門と独立した内部環境監査有資格者が行なう。
２）内部環境監査の年間計画設定と実施
内部環境監査責任者は、関連するプロセスの環境上の重要性、組織に及ぼす変更及び前回までの監査結果に配慮し年間計画を立案し、社長の承認を受けた上で実施する。但し、組織及び活動の大きな変更等があったとき、社長が内部環境監査の実施が必要と判断した場合は、その都度実施する。
３）監査の実施
（１）監査は部門単位とし、環境マネジメントシステム全体を対象とする。
（２）監査の頻度は、原則として年１回1月とし、定期的に実施する。
（３）内部環境監査員は監査で不適合及び改善箇所を指摘した場合、被監査部門の環境管理委員にその内容を明示し、是正を求める。
（４）是正を求められた被監査部門は、是正処置又は是正計画を行なう。
（５）環境管理責任者は、是正計画又は是正処置の内容を承認する。
（６）内部環境監査員は、是正計画又は是正処置の内容を確認する。
（７）監査方法の詳細は、「内部環境監査規定」に定める。
４）監査の報告
（１）内部環境監査責任者は、監査の結果を社長に報告する。又、各部門の監査結果を環境管理責任者及び被監査部門の環境管理委員に伝達する。
（２）内部環境監査責任者は、是正処置又は是正計画の内容を確認し、社長に報告する。

9.3 マネジメントレビュー
9.3.1 一般
社長は、当社の環境マネジメントシステムが、引き続き、適切、妥当かつ有効で更に当社の戦略的な方向性と一致している事を確実にするため、1 年に1 回原則として２月に、または必要に応じてマネジメントレビューを実施し、結果を「トップマネジメントへの報告書」・「マネジメントレビュー記録」にまとめる。
9.3.2マネジメントレビューへのインプット
環境管理責任者は、見直しのために必要な以下の情報を「トップマネジメントへの報告書」にまとめ社長に報告する。
（１）前回までのマネジメントレビューの結果とった処置の状況
（２）次の事項の変化
　　①環境マネジメントシステムに関連する外部及び内部の課題
　　②順守義務を含む利害関係者のニーズ及び期待
　　③著しい環境側面
　　④リスク及び機会
　（３）環境目標が達成された程度
（４）次に示す傾向を含めた、組織の環境パフォーマンスに関する情報
　　①不適合及び是正処置状況
　　②監視及び測定の結果
　　③順守義務を満たすこと
④監査結果
（５）資源の妥当性
（６）苦情を含む、利害関係者からの関連するコミュニケーション
（７）継続的改善の機会

9.3.2マネジメントレビューからのアウトプット
　　環境管理責任者は、次の事項の決定及び処置を含め、「トップマネジメント記録」を作成し、社長の承認後、関連部門へコピーを配付する。「トップマネジメント記録」は事務局が保管する。
（１）ＥＭＳが、引き続き、適切、妥当かつ有効であることに関する結論
（２）継続的改善の機会
（３）資源を含む環境マネジメントシステムのあらゆる変更の必要性
（４）必要な場合には、品質/環境目標が達成されていない場合の処置
（５）必要な場合には、事業プロセスへのＥＭＳの統合を推進するための機会
（６）当社の戦略的方向性に関する示唆
関連部署の部門長は「トップマネジメント記録」で指示事項については対策・改善を実施し、管理責任者に報告する。管理責任者は「トップマネジメント記録」の指示欄にこれらの結果を記入し、社長に報告する。





１０．改　善
10.1 一般
当社は、環境マネジメントシステムの意図した成果を達成するため、改善の機会（9.1、9.2,9.3参照）を明確にし、次の事項を含む取組みを実施する。
　　①望ましくない影響の修正、防止又は低減
　　②環境マネジメントシステムのパフォーマンス及び有効性の改善
　 （ 改善には、例えば、修正、是正処置、継続的改善、現状を打破する変更、革新及び組織再編等を含む）

10.2 不適合及び是正処置
9.1監視,測定,分析及び評価及び順守評価の結果の不適合又は、9.2内部監査及び9.3マネジメントレビューにおいて不適合を調査し、環境影響への緩和処置を取り、その不適合が再発又ほかのところで発生しないようにする。
１）不適合並びに是正処置の定義
不適合：不適合は以下の通り、環境マネジメントシステムの計画及び法規制等に対し、運用及びシステムの実態が適合していないことをいう。　
(１)環境ﾏﾆｭｱﾙ、規定、手順書で定められた手順通りに実行されていないことをいう。
（２）法規制等の違反及び基準値オーバー。
（３）「目的目標実施計画表／管理表」の結果、計画された事項が実施されず放置された
状態。
（４）「目的目標実施計画表／管理表」で定められた計画値に達しないことが３ヶ月継続した場合。
（５）監査（内部及び外部）で指摘を受けた事項
（６）マネジメントレビューで指摘を受けた事項
（７）内部・外部コミュニケーションで是正処置が必要になった事項

２）是正処置
内部監査による不適合の発見は、「内部環境監査規定」に従って処置する。
監視・測定、その他における不適合は、以下により処置する。
	手順
	担当者
	手順の詳細

	不適合の発見
	監視・測定実施部門
その他不適合発見者
	・監視､測定､その他様々な状況における不適合の発見をする。

	応急処置の実施
	監視・測定実施部門
その他不適合発見者
	・汚染の防止の為、可能な場合は応急処置を行なう。

	不適合の内容報告
	監視・測定実施部門
その他不適合発見者
	・不適合の再発が予測される場合は､「不適合処理表」を起票し、内容を記入した後、環境管理責任者へ提出する。

	不適合の内容確認
	環境管理責任者
	・不適合の内容を確認の上、承認する。

	担当部門の決定
	環境管理責任者
	・根本原因の調査、是正処置を立案・実施する担当部門を決定する。

	原因調査、
類似の不適合、
是正処置方法の検討
	担当部門長
	・処置方法の有効性の検討
・類似の不適合の有無と発生の可能性
・実施に向けた取組みの承認を受ける

	是正処置実施
	担当部門長
	・決定した処置方法に基づいて是正処置をする。
・実施の結果を「不適合処理表」に記入する。

	処理実施の確認
	環境管理責任者
	・実施された是正処置内容確認の上、承認する。
・不満があれば担当部門に再度処置の実施を指示する。

	手順書類の改訂
（ＥＭＳの変更）
	担当部門環境管理委員
	・是正に伴って文書の変更が必要な場合は改訂を行なう。

	効果の確認
(有効性のレビュー)
	環境管理責任者
	・実施された是正処置の有効性を確認し、問題がなければ「不適合処理表」にその内容を記入し、完了とする。
・効果がない場合、担当部門に再度処置の実施を指示する。

	原本の保管
	事務局
	・原本を保管する。

	処置結果の報告
	担当部門環境管理委員
	・処置結果を環境管理委員会に報告する。


３）是正処置は、環境影響の大きさに応じたものとする。
   
10.3　継続的改善
当社は環境パフォーマンスを向上させるために、組織の状況の理解、環境方針、環境目標、監査結果、監視及び測定・分析・評価、是正処置、マネジメントレビューを通じて環境マネジメントシステムの適切性、妥当性及び有効性を継続的に改善する。
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